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経済学研究科捕属経済研究所 プロジェク ト研究計画書

平成 25年  2月 28日

経済学研究科附属経済研究所

所長  井上 泰夫   様

〔申請者〕

所属 (専攻)大 学院経済学研究科 (経営学専攻)

補職洛 講師

氏 名 坂和 秀晃
     Ω

平成 25年 度より研究所プロジェクト研究を申請したく、研究計画書を提出します。

1,プ ロジェクト研究課題名
証券取引所を取り巻く環境変化による東海地域の上場企

業への影響

2.研 究期間 (原則は 3年 ) 平成 25年  4月  ～ 平成 28年 3月

3.共 同研究組織

研究代表者 (申講者)

共同研究者

(氏名 ・所属 ・補職拓)

坂和秀晃 。大学院経済学研究科 ・講師

三澤哲也 ・大学院経済学研究科 ・教授

自杵政治 ・大学院経済学研究科 ・教授

４ 現在までの準備状況

(研究実績など上記の研究

課題と関連したもの)

本研究計画を遂行するために、我が国の証券市場の実態と

企業財務 ・企業統治に関する以下のような研究を行つてい

る。近年の我が国の企業財務 ・企業統治については、・IPO

前後の上場企業の調査を行つたSakawa and Watanabel

(2019([』)・日本の上場企業全般に関する価値関連性の実

証分析を行つた山形 ・国村 ・三澤 (2005)([3H)が挙げられ

る。又、年金ポー トフォブオについては、自杵(200の(四)

で LDIの 手法が検証されている。一方で、Sakawa and

Ubukata(201分 ([21)において、金融自由化以降の2000年

代の東証の上場企業について、市場取引データを用いた実

証分析を行い、我が日の証券市場改革と市場流動性の関連

を調査している。
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5,研 究目的

金融 ・資本取引のグローバル化が進む中、証券取引所を巡る環境は大きく変化している。

世界的に、市場間競争 ・証券市場統合の流れが進む中、東海地域の上場企業を巡る環境

も大きく変化している可能性がある。本研究では、東海地域の上場企業と国内における

その他の地域の上場企業にどのような違いがあるのかを調査することを念頭とした研究

を行う。本研究では、証券市場が大きく変化する状況の中で、上場企業が直面する課題

について、様々な角度から調査を行 うことを狙いとする。具体的には、東海地域の上場

企業とその他の地域に所在する上場企業によつて、証券市場における市場取引の流動性

等が異なる可能性があることや、名古屋証券取引所と東京 。大阪証券取引所の上場基準
の違いにより、株主構成などの企業統治のあり方が影響を受ける可能性などが考えられ

る。本研究では、このような観点から、証券市場の取り巻く環境が、東海地域 ・名古屋

地域の上場企業に与える影響を検証する予定である。

6.研 究計画 ・研究方法

上述の研究目的に合わせる形で、第一に経済学研究科所蔵のBloOmbergデ ータベースと

N賦 降i Need3デ ータベースから、可能な限り企業財務データ ・証券市場取引に関連する

株式データを取得する。その際に、企業財務 ・企業リスク ・証券市場取引に関連する専

門家である共同研究者との研究打ち合わせを行いながら、研究目的に合わせた形での必

要なデータを絞 り込む。その後に、研究目的に必要な分析データベースの構築を行う。

必要となるデータベースを構築した後は、分析目的に合わせた形での研究計画の遂行を

目指す。本研究については、タイムリーな トピックであり、市場環境の激変する中での

上場企業の実態調査という面もあるので、必要に応 じて、証券市場関連者等に実態調査
を行 うことも計画している。その陳、特に市場環境の激変により、上場企業を取り巻く
様々なメスク要因が変化している可能性を十分に考慮するために、リスク分析の観点に
ついての問題について、共同研究者の三澤哲也氏 ・自杵政治氏との打ち合わせを行つた

上で研究を進めていくことを予定している。


